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■ 主要指標の動き ■ 2018年1月19日時点（1週間前＝1月12日、3ヵ月前＝201７年10月19日、6ヵ月前＝7月19日、1年前＝1月19日） なお、休場の場合は、直前の営業日のデータを使用

注1 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注2 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注3 日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）

注4 先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ）
注5 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出
注6 新興国REIT指数 ： S&Pｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾘｰﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）

ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）
各指数に関する著作権・知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%）ではなく、騰落幅*
注7 鉄鉱石 ： 原則として、週末前日の値

※ 右表の為替レートは、原則としてニューヨーク
の17時時点のものであり、弊社投資信託の
基準価額の算定に用いられるものと大きく
異なることがあります。

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 17年末比

先進国（除く日本）株価 注1 10,469.46 0.7 7.1 12.2 22.6 3.1
新興国株価　注2 2,683.94 1.8 9.1 16.1 36.3 4.7
日経平均株価 23,808.06 0.7 11.0 18.9 24.8 4.6

TOPIX (東証株価指数) 1,889.74 0.7 9.2 16.5 23.7 4.0
JPX日経インデックス400 16,740.50 0.8 9.2 16.1 22.2 4.1
JPX日経中小型株指数 16,162.47 0.4 11.5 20.0 33.5 2.2
日経ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ平均 4,169.64 0.7 15.1 26.4 49.6 5.5

東証マザーズ 1,289.81 ▲ 0.5 18.6 9.6 33.6 4.7
NYﾀﾞｳ 工業株30種 26,071.72 1.0 12.6 20.5 32.1 5.5

S&P 500種 2,810.30 0.9 9.7 13.6 24.1 5.1

ナスダック総合 7,336.38 1.0 11.1 14.9 32.4 6.3
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 400.88 0.6 3.0 4.0 10.5 3.0

英国　FTSE100 7,730.79 ▲ 0.6 2.8 4.0 7.2 0.6

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 402.98 1.0 3.3 6.0 14.6 4.5
ドイツ　DAX 13,434.45 1.4 3.4 7.9 15.8 4.0

中国　上海総合 3,487.86 1.7 3.5 8.0 12.5 5.5

中国　上海A株 3,653.13 1.7 3.5 8.0 12.5 5.5

香港　ハンセン 32,254.89 2.7 14.5 20.9 39.9 7.8

香港 ﾊﾝｾﾝ中国企業株（H株） 13,179.52 5.7 16.0 21.4 34.6 12.6

香港 ﾊﾝｾﾝ中国ﾚｯﾄﾞﾁｯﾌﾟ 4,745.79 1.9 9.5 12.8 26.4 7.2

台湾　加権 11,150.85 2.5 3.6 6.1 19.7 4.8
韓国　KOSPI 2,520.26 1.0 1.9 3.7 21.6 2.1

シンガポール　ST 3,550.36 0.8 6.5 6.8 18.0 4.3
マレーシア　FBM KLCI 1,828.83 0.3 4.9 4.1 9.7 1.8

タイ　SET 1,821.34 0.6 8.2 15.6 17.1 3.9

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 6,490.90 1.9 9.8 11.8 22.5 2.1

フィリピン　総合 8,915.92 1.1 5.0 11.8 23.0 4.2
ベトナム　VN 1,062.07 1.1 28.1 37.7 55.7 7.9

インド　SENSEX 35,511.58 2.7 9.6 11.1 30.0 4.3
豪州　S&P/ASX200 6,005.81 ▲ 1.1 1.9 4.8 5.5 ▲ 1.0
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ブラジル　ボベスパ 81,219.50 2.4 6.5 24.6 27.0 6.3
メキシコ　IPC 49,695.56 1.1 ▲ 0.6 ▲ 2.7 7.4 0.7

アルゼンチン　メルバル 33,591.70 2.7 25.3 56.6 80.3 11.7

ロシア　RTS（米ドル建て） 1,270.92 0.8 11.6 21.8 11.8 10.1

ロシア　MICEX 2,286.33 1.1 10.3 17.1 5.7 8.4
ポーランド　ﾜﾙｼｬﾜWIG 66,897.08 2.2 4.9 7.0 24.7 4.9

トルコ イスタンブール100 115,147.10 0.4 6.2 7.2 39.9 ▲ 0.2
南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 60,912.88 1.4 5.2 12.6 15.1 2.4

エジプト　EGX30 15,411.00 1.1 12.4 12.4 20.3 2.6
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日本国債　注3 359.24 ▲ 0.0 0.3 0.4 0.3 ▲ 0.2
先進国（除く日本）国債　注4 459.20 ▲ 0.3 ▲ 0.3 2.2 4.9 ▲ 1.3

新興国債券　注5 831.39 ▲ 0.7 ▲ 2.8 ▲ 0.4 2.7 ▲ 2.2
日本国債10年物 0.085 0.007 0.018 0.010 0.008 0.037
日本国債20年物 0.597 0.009 -0.004 0.006 -0.030 0.025
日本国債30年物 0.830 -0.005 -0.056 -0.039 0.048 0.017
米国債10年物 2.660 0.112 0.341 0.390 0.185 0.254

ドイツ国債10年物 0.568 -0.013 0.173 0.026 0.189 0.141

イタリア国債10年物 1.963 -0.020 -0.066 -0.230 -0.026 -0.053 

スペイン国債10年物 1.443 -0.058 -0.192 -0.116 -0.036 -0.124 
東証REIT（配当込み） 3,340.38 2.7 6.6 7.5 ▲ 0.8 4.7
S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数

（ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ）
453.80 0.1 ▲ 2.1 ▲ 0.5 1.9 ▲ 4.4

新興国REIT指数　注6 278.47 3.3 5.2 2.4 16.0 ▲ 1.3
北海ブレント先物 68.61 ▲ 1.8 19.9 38.0 26.7 2.6

WTI先物 63.37 ▲ 1.4 23.6 34.5 23.4 4.9

ニューヨーク金先物 1,333.10 ▲ 0.1 3.3 6.8 11.0 1.8
CRB指数 195.50 ▲ 0.3 6.2 9.4 1.3 0.8

鉄鉱石(鉄分62%)　注7 73.02 ▲ 1.4 21.5 7.0 ▲ 11.6 3.2
S&P MLP指数 4,912.96 ▲ 1.4 9.7 2.3 0.9 7.2
S&P BDC指数 216.57 ▲ 0.1 ▲ 0.9 ▲ 3.4 ▲ 0.1 0.8
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米ドル・インデックス 90.57 ▲ 0.4 ▲ 2.9 ▲ 4.4 ▲ 10.5 ▲ 1.7

米ドル 110.81 ▲ 0.2 ▲ 1.5 ▲ 1.0 ▲ 3.5 ▲ 1.7

カナダ・ドル 88.61 ▲ 0.6 ▲ 1.7 ▲ 0.3 2.7 ▲ 1.2

ユーロ 135.45 ▲ 0.0 1.5 5.1 10.6 0.2

英ポンド 153.37 0.6 3.6 5.2 8.2 0.6

スイス・フラン 115.03 0.2 ▲ 0.2 ▲ 1.8 0.8 ▲ 0.6

スウェーデン・クローナ 13.76 ▲ 0.2 ▲ 0.7 2.1 7.3 ▲ 0.1

アイスランド・クローネ 1.077 ▲ 0.3 0.4 1.7 6.1 ▲ 1.1

ノルウェー・クローネ 14.15 0.9 ▲ 0.3 1.8 4.1 3.0

デンマーク・クローネ 18.19 0.0 1.5 4.9 10.5 0.1

中国人民元 17.30 0.5 1.4 4.3 3.7 0.0

香港ドル 14.17 ▲ 0.3 ▲ 1.8 ▲ 1.2 ▲ 4.3 ▲ 1.6

台湾ドル 3.77 0.6 1.3 2.4 3.8 ▲ 0.7
韓国ウォン（100ウォン当たり） 10.38 ▲ 0.9 4.1 4.3 6.2 ▲ 1.7

シンガポール・ドル 83.93 ▲ 0.1 1.2 2.6 4.2 ▲ 0.3

マレーシア・リンギ 28.14 0.8 5.6 7.7 9.0 1.4

タイ・バーツ 3.48 0.1 2.3 4.4 7.1 0.5
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ（100ルピア当たり） 0.832 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 3.1 0.3

フィリピン・ペソ 2.19 ▲ 0.8 ▲ 0.1 ▲ 0.7 ▲ 4.7 ▲ 3.0
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ（100ドン当たり） 0.488 ▲ 0.2 ▲ 1.5 ▲ 0.9 ▲ 3.7 ▲ 1.7

インド・ルピー 1.74 ▲ 0.5 ▲ 0.0 ▲ 0.3 2.9 ▲ 1.6

オーストラリア・ドル 88.47 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.6 1.9 0.5

ニュージーランド・ドル 80.63 0.2 1.9 ▲ 2.1 ▲ 2.4 0.8

ブラジル・レアル 34.67 0.1 ▲ 2.3 ▲ 2.5 ▲ 3.5 1.9

メキシコ・ペソ 5.94 1.9 ▲ 0.7 ▲ 6.8 13.6 3.7

アルゼンチン・ペソ 5.84 ▲ 1.9 ▲ 9.5 ▲ 10.6 ▲ 19.2 ▲ 3.6
ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ（100ペソ当たり） 3.89 0.2 0.9 4.4 ▲ 0.3 3.0
チリ・ペソ（100ペソ当たり） 18.23 ▲ 0.9 1.2 6.4 4.9 ▲ 0.5

ペルー・ヌエボ・ソル 34.47 ▲ 0.2 ▲ 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.9

ロシア・ルーブル 1.95 ▲ 0.2 ▲ 0.6 2.9 1.6 ▲ 0.0

ポーランド・ズロチ 32.44 ▲ 0.1 3.0 5.9 15.8 0.1
ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 43.84 ▲ 0.1 1.2 4.1 10.5 0.7

ルーマニア・レイ 29.01 ▲ 0.8 ▲ 0.0 2.8 6.5 0.1

トルコ・リラ 29.14 ▲ 1.6 ▲ 5.5 ▲ 8.3 ▲ 2.9 ▲ 1.8

南アフリカ・ランド 9.10 1.2 9.0 5.0 7.4 0.7

エジプト・ポンド 6.25 ▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 1.2 2.8 ▲ 1.5
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■ 先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

ﾕｰﾛ買い･ﾄﾞﾙ売りの動きを受け、円相場も上昇

前週からのﾕｰﾛ買い･ﾄﾞﾙ売りが続いたのに伴ない、対円でもﾄﾞﾙが売られ、円相場
は1ﾄﾞﾙ=110円台に上昇した。ただし、前週末の海外株高などを受け、日本の株価
も上昇し、日経ｼﾞｬｽダック平均が1990年7月以来の最高値更新となった。

資産買入れを9月で終わらせる可能性に言及

ECB(欧州中央銀行)政策委員会ﾒﾝﾊﾞｰのｴｽﾄﾆｱ中銀総裁が、経済成長とｲﾝﾌﾚ率
が予測とほぼ一致すれば、ECBは9月に資産買入れを一気に終了できるとの見解
を示したと報じられた。ﾕｰﾛ圏の国債利回りが総じて上昇したほか、ﾕｰﾛが続伸し
た。ﾕｰﾛ圏株式相場は、ﾕｰﾛ高を嫌気した売りや利益確定売りなどから反落した。

1月は資産買入れ継続とのｶﾞｲﾀﾞﾝｽに変更なしと報じられる

翌週のECB政策理事会で、資産買入れの継続に関するｶﾞｲﾀﾞﾝｽが取り下げられる
可能性は低いと一部で報じられた。ﾕｰﾛ圏や米国で国債利回りが低下した。ま
た、17日には、ﾕｰﾛが1ﾕｰﾛ=1.23ﾄﾞﾙ台と、対ﾄﾞﾙで2014年12月以来の高値をつけ
る場面もあったが、ECB副総裁らからﾕｰﾛ高牽制発言が相次いだことなどから、そ
の後、反落した。ただし、国債利回りへの影響はほとんどなかった。

原油先物価格が反落

北海ﾌﾞﾚﾝﾄが15日に1ﾊﾞﾚﾙ=70.26ﾄﾞﾙと、2014年12月以来の高値で引けたが、16
日は利益確定売りなどから欧米で原油先物が売られた。欧州では、資源株が売
られ、株式相場はほぼ横ばいとなった。米国では、ｴﾈﾙｷﾞｰ関連株の下落や利益
確定売りなどから、株式相場は下落した。なお、1月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製造業景気指
数は前月比▲1.9ﾎﾟｲﾝﾄの17.7と、3ヵ月連続の低下となった。

機械受注は2ヵ月連続の増加

11月の機械受注(船舶･電力を除く民需)は前月比+5.7%と、予想(▲1.4%)に反して
2ヵ月連続の増加となった。ただし、前日にﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊後の高値を更新した株式相
場は、利益確定売りなどから下落した。

鉱工業生産は予想を上回る伸び

12月の鉱工業生産指数は前月比+0.9%と、予想(+0.5%)を上回った。また、地区連
銀経済報告で賃金上昇圧力の高まりが指摘されたことなどもあり、国債利回りが
上昇し、10年債では2.59%台となった。ﾄﾞﾙが買われ、円相場は111円台に下落し
た。米株式相場は、企業業績への期待などから反発し、主要3指数が最高値を更
新した。18日には、日本の株式市場でも買いが先行し、日経平均株価が2万
4,000円台となる場面もあったが、買いが一巡すると、下落に転じて引けた。

GDPは予想を上回り、通年では7年ぶりに成長が加速

GDPは、10-12月期が前年同期比+6.8%、2017年通年で前年比+6.9%と、ともに予
想を0.1ﾎﾟｲﾝﾄ上回り、通年で2010年以来の成長率加速となった。また、12月は、
小売売上高が前年同月比+9.4%と、予想を下回り、2006年2月以来の一桁台の伸
びにとどまったが、鉱工業生産は+6.2%に伸びが高まったほか、年初来累計の都
市部固定資産投資は前年同期比+7.2%と、前月までと同率だった。19日に中国株
式相場は上昇した。

× ﾕｰﾛ圏

○

× 世界

△ ﾕｰﾛ圏

△ 日本

中国
18日
（木）

△ 米国

16日
（火）

△ 日本

1月
15日
（月）

17日
（水）

■ 今週の主な注目点 ■ （高:注目度大、中:注目度中、低:ご参考）
日付 注目度 国･地域 指標など（コメント）

12月の貿易統計速報

11月の輸出額は前年同月比+16.2%と、二桁増を維持した。12月の予想は+9.8%。

1月の総合PMI(購買担当者指数)速報

12月の総合PMIは前月比+0.6ﾎﾟｲﾝﾄの58.1だった。1月の予想は57.9となっている。

12月の中古住宅販売件数

11月は前月比+5.6%の年率換算581万戸と、2006年12月以来の高い水準だった。
12月は570万戸と予想されている。

12月の新築住宅販売件数

11月は前月比+17.5%の年率換算73.3万戸と、2007年7月以来の高水準だった。
12月の予想は67.5万戸となっている。

12月の消費者物価指数(除く生鮮食品)

11月は前年同月比+0.9%に伸びが高まった。12月の予想も+0.9%となっている。

10-12月期のGDP速報

7-9月期は前期比年率+3.2%と、2015年1-3月期以来の高い伸びだった。10-12月
期は+3.0%と予想されている。

12月の耐久財受注速報

11月は、全体が前月比+1.3%、航空機を除く非国防資本財ﾍﾞｰｽでは▲0.2%だった。
12月の予想はそれぞれ、+0.9%、+0.6%となっている。
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上記のほか、日本では日銀が22･23日に金融政策決定会合を開き、現行政策を維持する見通し。また、企
業の決算発表が本格化する。欧州では、22日にﾕｰﾛ圏財務相会合、23日にEU(欧州連合)財務相理事会が
開かれるほか、25日のECB政策理事会では、現行政策の維持が見込まれている。

大手IT企業、海外からの還流資金を原資とした大型投資計画を発表

米IT大手企業は17日、税制改革の成立を受け、これまで海外に滞留させてきた資
金を国内に還流し、今後5年で300億ﾄﾞﾙを投資し、新たに2万人を雇用すると発表
した。また、海外資金の還流に伴ない、約380億ﾄﾞﾙの税支払いを見込んでいるとし
た。海外資金の還流が他の大企業にも拡がり、納税に向け、保有する米国債など
を売却するのではとの憶測などを背景に、18日に国債が売られ、10年債利回りは
2.6%台と、2017年3月以来の水準に上昇した。ﾄﾞｲﾂなどの国債利回りも上昇したほ
か、金利上昇に敏感なｾｸﾀｰが売られたことなどから、米株式相場が反落した。ま
た、19日に連邦暫定予算が期限を迎えるのを前に、ﾄﾞﾙが売られた。19日には、円
相場が110円台に上昇したが、日本の株式相場は押し目買いなどから反発した。

ﾐｼｶﾞﾝ大学消費者信頼感指数は3ヵ月連続の低下

1月のﾐｼｶﾞﾝ大学消費者信頼感指数速報値は前月比▲1.5ﾎﾟｲﾝﾄの94.4と、予想に
反して3ヵ月連続で低下した。ただし、株式相場は企業業績期待などから反発し、
S&P500、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合の両指数が最高値を更新した。また、国債利回りの上昇が
続き、10年債では2.66%台と、2014年以来の水準となった。なお、欧州では、ECB
が資産買入れ策を年末まで延長する可能性があると報じられたことなどを受け、国
債利回りが低下したほか、企業決算への期待などから株式相場が上昇した。
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